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Based on the grouped income data of urban residents, published by China's National 
Bureau of Statistics of China, this paper analyzes the impact of China's individual income 
tax reform on the income gap. This paper draws a surprising conclusion after analysis, that 
is, the role of the current personal income tax policy of China is only to increase the 
national tax. As a result, the redistribution processes, such as personal income tax and 
social security system, do not improve the income distribution of urban residents, but 
instead make the income gap even wider. 
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った。かつて、中国国家統計局は 1 回だけ 2000 年のジニ係数を 0.412 と推計し発表したが、
内外の研究者の推計結果と比べると明らかに過小評価されているといわれてきた。ちなみに、







て、2010 年の全国のジニ係数を 0.61 と推計したことが内外のメディアに大きく注目され、日
本においても 2012 年 12 月 11 日付の『日本経済新聞』ウェブ版に「中国の所得格差、危険域 
暴動頻発の背景に」というタイトルで取り上げられ、以来、所得分配や地域経済関連の学会で
もしばしば議論を白熱化させてきた。 
2013 年初頭に、中国国家統計局が公式計算のジニ係数を 2003 年にさかのぼって一気に公表
した。それによると、2003 年から 2012 までの全国住民の所得格差を示すジニ係数はそれぞれ


























































表 1-a 中国の税収構成の推移（%） 
  2002 年 2005年 2010年 2011年 2012年 2013年
各種税収合計 100 100 100 100 100 100
国内増殖税 35.0 37.5 28.8 27.0 26.3  26.1 
国内消費税 5.9 5.7 8.3 7.7 7.8  7.4 
輸入増殖税・消費税 10.7 14.6 14.3 15.1 14.7  12.7 
輸出還付増殖税・消費税 -6.5 -14.1 -10.0 -10.3 -10.4  -9.5 
営業税 13.9 14.7 15.2 15.2 15.7  15.6 
関税 4.0 3.7 2.8 2.9 2.8  2.4 
企業所得税 17.5 18.6 17.5 18.7 19.5  20.3 
個人所得税 6.9 7.3 6.6 6.7 5.8  5.9 
合計 87.4 88.0 83.6 83.2 82.2  80.8 
 
表 1-b 中国主要税収の対前年度伸び率 
  2002 年 2005年 2010年 2011年 2012年 2013年
各種税収合計 13.2 16 18.7 18.4 10.8 9
国内増殖税 13.3 16.4 12.4 13.1 8.1  8.3 
国内消費税 11.1 8.1 21.6 12.5 11.9  4.3 
輸入増殖税・消費税 - 12.1 26.3 22.6 8.4  -5.7 
輸出還付増殖税・消費税 193.9 14.0 11.5 20.4 11.7  0.9 
営業税 15.8 15.4 19.2 18.4 13.1  8.6 
関税 -19.3 2.1 26.8 20.8 8.1  -5.8 
企業所得税 14.7 25.9 10.2 23.4 14.7  12.4 









移を示したものである(表 1 を参照)。表 1-a から分かるように、主要流通課税（増殖税、消費
税、営業税、関税）と所得課税（企業所得税、個人所得税）の租税税目に占める割合が 2002
年から緩やかに低下しているものの依然 80%という高い水準にあり、市場経済が進みながらも











占める所得課税の 2012 年の構成比から見ても、アメリカ 61.7%、日本 53.2%、ドイツ 49.3%、
イギリス 44.0%、フランス 37.8%、韓国 39.7%、といずれも中国の 25.3%より顕著に高く、国
家税収を通して企業や個人の所得を再分配できる力が強いことを示唆している。主要先進国に
おける個人所得課税の税収に占める構成比がアメリカ 48.5%、ドイツ 41.5%、イギリス 34.0%、



























 2005 年 10 月 27 日第 10 次全国人民代表大会常務委員会第 18 回会議にて第 3 回の修正決定
が承認された。2006年 1月 1日からの施行をめどに、控除額を 800元から 1600減へ引き上げ、
それまで地域別に認められてきた独自の控除額も実質的に廃止され、全国共通した控除基準と
なった。 
 さらに、2007 年 6 月 29 日第 10 次全国人民代表大会常務委員会第 28 回会議と 12 月 29 日
同第 31 回会議にて第 4 回と第 5 回の修正決定が承認され、2008 年 3 月 1 日より施行の給与所
得控除額が 1600 元から 2000 減へと引き上げられた。 
 2011 年 6 月 30 日第 11 次全国人民代表大会常務委員会第 21 回会議にて第 6 回の修正決定が
承認された。給与所得の控除額を 3500 元へ引き上げるほか、課税区分を 9 つの級から 7 つへ
変え、最低税率も 5％から 3％へ下げるなど大幅な改定が行われ、9 月 1 日より施行された。 
  
表 2-a 給与所得適用税率表 
（旧）基礎控除：2000 元 （新） 基礎控除：3500 元 
等級 課税所得区分（元） 税率 等級 課税所得区分（元） 税率 
1  ～ 500 5% 1 ～ 1,500 3% 
2 500 ～ 2,000 10% 
2 
1,500 ～ 4,500 10% 
3 2,000 ～ 5,000 15%   
4 5,000 ～ 20,000 20% 3 4,500 ～ 9,000 20% 
5 20,000 ～ 40,000 25% 4 9,000 ～ 35,000 25% 
6 40,000 ～ 60,000 30% 5 35,000 ～ 55,000 30% 
7 60,000 ～ 80,000 35% 6 55,000 ～ 80,000 35% 
8 80,000 ～ 100,000 40% 
7 
80,000 ～  















 現在、中国の個人所得税の課税所得として、次の 11 種類の所得がある。 
① 賃金給与所得（表 2-a 適用、税率 3～45％） 
② 個人工商業者生産経営所得（表 2-b 適用、税率 3～35％） 
③ 経営請負所得・リース・賃貸所得（表 2-b 適用、税率 3～35％。ただし、経営成果に対
して所有権がある場合は表 2-a 適用） 
④ 役務報酬所得（表 2-c 適用、税率 20～40％、控除額は報酬額の 2 割。ただし、報酬額が
表 2-b 個人経営所得など税率表 
等級 課税所得区分（元） 税率 
1   ～ 15,000 5% 
2 15,000 ～ 30,000 10% 
3 30,000 ～ 60,000 20% 
4 60,000 ～ 100,000 30% 
5 100000 ～   35% 
課税所得＝年収入－仕入原価－費用－損失
表 2-c 役務報酬税率表 
等級 課税所得区分（元） 税率
1 ～ 20000 20%
2 20000 ～ 50000 30%





2 万元未満の場合は一律 4000 元控除） 
⑤ 原稿報酬所得（税率 20％。ただし、30％の減額が適用される） 
⑥ 特許権使用料所得（税率 20％） 
⑦ 利息所得・配当所得・利益配当所得（税率 20％。ただし、株式の場合は現在免除中） 
⑧ 財産賃貸所得（税率 20％。ただし、自己所有住宅は 10％の減額が適用される） 
⑨ 財産譲渡所得（税率 20％） 
⑩ 一時所得（税率 20％） 








(1) 総合課税ではなく、分離課税である。上記 11 種類の所得に区分してそれぞれ異なる税
率が適用される。 
(2) ②と③の個人経営所得については発生した経費の控除が認められるが、給与所得は基礎
控除（2011 年 9 月 1 日以後は 3500 元）と社会保障負担分のみ課税所得の計算時に引かれ







びをしていることが分かる（図 1 を参照）。 
 







図 1 が示すように、各種税収の伸び率が 8%～31％と毎年上下しながら 15％台の増加を遂げ
てきた一方、個人所得税も税制改革によるマイナスの影響をクリアし、見事に税収全体と動き































れているが、加工せずに直接利用可能なデータは以下の 8 グループのみである。 
貧困層： 所得が最も低い最下位 5%の世帯で、分配所得の 1.3%以下を得ている。 
第 1 十分位： 所得が最も低く最下位 10%にある世帯で、全体の約 3%の所得を得ている。 
第 2 十分位： 所得がやや低い下位 10%の世帯で、全体から 4.5%前後の所得を得ている。 
第 2 五分位： 所得が中間より低い下位 20%の世帯で、全体の約 12.5%の所得を得ている。 
第 3 五分位： 所得が中間レベルにある 20%の世帯で、全体から約 17%の所得を得ている。 
第 4 五分位： 所得が中間より高い上位 20%の世帯で、全体の 23%弱の所得を得ている。 
第 9 十分位： 所得がやや高い上位 10%の世帯で、全体所得のおよそ 15%を得ている。 
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MT 指数は個人所得税の再分配効果を示すために、Musgrave と Thin によって 1948 年に提
出された。簡単に言うと、MT 指数は課税前所得と課税後所得によるジニ係数の差である。す
なわち 
BA GGMT   
ここで、 AG と BG はそれぞれ個人所得税が課される前と課された後の所得によるジニ係数で
ある。明らかに、個人所得税が所得格差を改善することができた場合、 AG が BG より小さくな



































ニ係数を計算してみたが、その結果は図 2 に示されたものである（図 2 を参照）。 
 
 








軸にとった場合、ジニ係数の推移が逆 U 字の曲線を呈するということである。 

























図 3 再分配前後のジニ係数（再掲）・改善度 
 






善度の推移を眺めると、2002 年から 2005 年まで、再分配により都市住民の所得格差は 0.7％
















いる（図 4 を参照）。 
図 4-a は最下位 20％世帯に対する最上位 20％世帯の一人当たり課税前総所得と課税後可処


















































図 6 日本における格差の改善度 図 4-c 中国の格差改善度（再掲） 
 
図 6 は日本における最上位 20％階級と最下位 20％階級との間の所得格差（倍率）に対する
再分配政策などによる調整効果を示したものである。比較するために、前掲の中国都市住民の















率が再分配前に比べ、2002 年から 2006 年までは上昇していたが、2007 年以降は 1％前後低下
している。これとは対照的に、最上位 20％の最高所得階級の平均可処分所得の都市住民可処分












表 3 再分配による所得構成の変化 
  最低所得 低所得 中所得 高所得 最高所得 
2002 年 1.12  0.52 0.09 -0.22 -0.29  
2003 年 0.66  0.81 0.42 -0.19 -0.43  
2004 年 0.76  0.85 0.41 0.12 -0.62  
2005 年 0.91  0.93 0.34 0.06 -0.59  
2006 年 0.40  0.87 0.55 0.02 -0.55  
2007 年 -0.06  0.62 0.37 0.22 -0.45  
2008 年 -0.08  0.52 0.50 0.23 -0.46  
2009 年 -1.21  -0.02 0.28 0.10 0.06  
2010 年 -1.11  0.05 0.17 0.08 0.08  
2011 年 -1.44  0.35 0.21 -0.06 0.11  
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